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総合問題 
 

【解答時間 ９０分】 

 
 以下の注意事項をよく読んで指示に従うようにしてください。 

指示に従わない場合は、不正行為と見なしますので、注意してください。 

 

 
1. 解答開始の合図があるまで、問題冊子を開かないでください。許可なくこの問題冊子

を開いた場合は、不正行為と見なします。 

2. 解答時間は９０分です。 

3. 問題は、１ページから６ージです。解答開始の合図があった後、問題冊子を確認し、印

刷不鮮明な箇所等があった場合は、直ちに申し出てください。 

4. 解答用紙は３枚あり、問題冊子とは別になっています。解答は指定された解答用紙の

解答欄に横書きで記入してください。 

5. 受験番号、氏名は３枚の解答用紙の所定欄すべてに記入してください。 

6. 問題冊子の余白を下書きに利用しても構いません。 

7. 試験時間中の退出はできません。 

8. 試験終了後、問題冊子は持ち帰ってください。 
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第１問 次の資料は、2026年７月４日付の『日本経済新聞』に掲載された新聞記事の内容で

ある。これを読んで、以下の問い（問１～7）に答えなさい。 

 

日本の果物の産出額が伸びている。2024 年は１兆 3629 億円と５年前から 2241 億円

（20％）増えた。品種改良による単価上昇と輸出拡大が押し上げた。ただ農家の減少、

気候変動、（a）種苗流出が成長持続の壁になっている。 

農林水産省の生産農業所得統計をもとに果物の産出額を算出し、19 年から直近の 24

年までの増減額を都道府県別にランキングした。 

トップは（ ① ）や（ ② ）の産地の山梨県で 323億円（54％）増加した。リン

ゴ産地の青森県が 312億円（32％）増、（ ① ）とリンゴが多い長野県が 303億円（38％）

増と続く。 

品目別では（ ① ）が最も多く 612億円増。次いでリンゴの 388億円増、（ ⑤ ）

の 316億円増、（ ③ ）の 315億円増。いずれも輸出が伸びて成長をけん引した。 

（ ① ）は高級品種「シャインマスカット」の栽培が広がり、単価の上昇が（ア）

キヨするとともにアジアへの輸出が増えた。山梨県によると（ ② ）などを含む県産

果物の 24年の輸出量・金額はともに過去最高を更新した。 

山梨県山梨市の農業法人アグベルは自ら販路を開拓し、現在では７カ国・地域に輸出

する。25年の海外売上高は約１億 2000万円と、輸出を始めた 19年の 10倍以上に伸び

た。丸山桂佑代表は「（１）海外は成長が見込める。世界に通じる（ ① ）のブラン

ドを確立させたい」と力を込める。 

山梨県もシンガポールやタイなど９カ国・地域に SNSなどで県産果物を PRする。「（イ）

ニンチドを高めてファンを増やす」（販売・輸出支援課） 

青森県ではリンゴの産出額が 35％増えた。果汁など加工（ウ）ヨウトや輸出がけん引

した。農水省によると日本のリンゴ輸出額は 24年に 201億円と５年で４割伸びた。輸

出先の８割を占める台湾では（エ）ゾウトウヒンとして好まれるという。 

もっとも青森県のリンゴ生産量は農家の高齢化などで減少し、最近は節目の 40 万ト

ンを下回る。（２）産出額の増加は供給減による単価上昇が大きい。県は「（b）稼げる

リンゴ産業を実現する」（宮下宗一郎知事）と 25 年に「青森りんご総合戦略」を策定。

40年に生産量 40万トン以上をめざす。 

担い手不足による生産減は全国共通の課題だ。農水省によると、全国の（c）青果物

卸売市場の国産果物の卸売数量は５年間で 17％減った。農家が減り、果樹の栽培面積

は全国で約２万ヘクタール（９％）縮小した。 

一方、品種改良による高級品種の増加と国内外の（d）堅調な需要で平均卸売価格は

36％上昇した。稼げる産業への道が見え始めたが、成長を続けるには生産基盤の維持、

拡大が欠かせない。 

気候変動の対策も必要だ。山形県が生産量日本一の（ ④ ）は国内産出額が５年間

で 36億円減少した。猛暑の影響で商品として出荷できる実が減った。 

愛媛県は産出額が 30億円減った。24年はカメムシ被害や猛暑による日焼けによって

主力の（ ⑤ ）の（オ）シュウカクリョウが落ち込んだ。 

果物産地の多くは高温に強い品種や栽培技術の開発を急いでいる。 

著作権保護のため、問題文は公開できません。 
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成長をけん引する輸出市場も壁にぶつかった。シャインマスカットのように日本で開

発した高級品種の種苗が（３）海外に流出し、アジア市場で低価格品が台頭。農水省に

よると 25年は「果樹・野菜など」の輸出額が前年比３％減（24年は９％増）と失速し

た。 

農業経済に詳しい明治大学の作山巧教授は「競争は激しいが輸出を伸ばす余地はなお

大きい」と指摘。「（４）各国への（e）検疫規制緩和の働きかけや、種苗保護など知的

財産戦略が一段と重要になる」と話す。 

 

出典：2026年７月４日付『日本経済新聞』 

（作問のため、一部箇所に記号を加筆、空欄にしたほか、漢字を変更した。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

著作権保護のため、問題文は公開できません。 
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問１ 下線部（ア）～（オ）のカタカナを適切な漢字に直しなさい。 

 

問２ 下線部（a）～（e）の漢字の読み仮名を書きなさい。 

 

問３ 下線部（１）で述べられているように、なぜ海外では成長が見込めるのか、その

理由を本文の内容を参照しつつ、日本の社会経済的変化も踏まえて 70 文字以上

80文字以下で述べなさい。 

 

問４ 下線部（２）で「産出額の増加は供給減による単価上昇が大きい」と述べられて

いるが、なぜ供給が減ると単価が上昇するのか。その仕組みを 50文字以上 60文

字以下で述べなさい。 

 

問５ 空欄①から⑤に当てはまる果物の名前をカタカナで記入しなさい。 

   なお、同じ番号には同じ果物の名前が入ることを意味する。 

 

問６ 下線部（３）で「（高級品種の種苗が）海外に流出し、アジア市場で低価格品が

台頭」と述べられているが、なぜ海外へ種苗が流出するとアジア市場で低価格品

が台頭するのか、その理由を 40文字以上 50文字以下で述べなさい。 

 

問７ あなたがある県の農業振興課の担当職員になったと仮定します。下線部（４）に

関連して、海外において類似品の流通を防止しつつ自県産果物の販路拡大を図る

ためには、県としてどのような政策を立案・実施すべきか。190文字以上 200文

字以下であなたの考えを述べなさい。 
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第２問 次の文章を読み、後の問１から問４に答えなさい。なお、問２の内容はこの問

題のために作成されたオリジナルである。 

 

日本は 1994年に高齢社会（14%超）、2007年に超高齢社会（21%超）を迎えた。現在、

日本の高齢化率は 29%を超え、世界最高水準を更新し続けている。内閣府のデータ（高

齢社会白書）によると、国民の約３人に１人が 65歳以上、約５人に１人が 75歳以上の

後期高齢者という超高齢社会を迎えている。 

我が国の総人口は、総務省統計局によると令和８年１月１日現在、約 1億 2,298万人

となっている。前年と比べて約 53 万人減少しており、少子高齢化による人口の減少傾

向が続いている。そして、65歳以上人口は、3,618万 9千人となり、総人口に占める割

合も 29.4％（高齢化率）となった。 

一方で、少子高齢化により(a)生産年齢人口の減少傾向が続いている。生産年齢人口

が減少することで、労働力の不足や国内消費の縮小、医療・年金といった(b)社会保障

制度の維持困難など、経済規模の縮小や社会機能の維持に関わる極めて深刻な課題に直

面することになる。すなわち、生産年齢人口の減少は日本経済や産業へ大きな影響を与

えることになる。特に地方では、若年層の東京や大阪などの大都市圏への人口流出と急

速な少子高齢化により、地域経済と社会基盤に深刻な影響を与えている。このままでは

労働力不足や税収減による(c)行政サービスの低下が避けられず、持続可能な地域社会

の維持といった課題の深刻化が懸念される（注１，注２）。 

 このように、超高齢化社会となってしまった日本では様々な社会問題が生じている。

主な社会問題として、高齢者貧困（年金収入のみでは生活が困難な高齢者層の増加や、

受給額が最低生活費を下回る高齢者層の増加）や（d）買い物難民（高齢化や過疎化、

近隣店舗の減少や交通網の衰退により、日常の食料品や日用品の買い物が困難な状態に

陥る人々が増加）、労働力不足（生産年齢人口の減少による経済や産業への影響）、社会

保障費の増大（医療費や介護費用の負担増加）、孤立と介護（独居高齢者の増加や、老

老介護の問題）などが指摘されている。 

さらに、近年の物価上昇は全世帯に影響を与えているが、特に高齢者世帯に大きな打

撃を与えている。高齢者世帯の多くは公的年金で生活費を賄っているが、公的年金だけ

での生活が厳しくなっている。そのため、高齢者世帯では公的年金だけでの生活に対す

る不安が高まっており、定年後も働く高齢者が増えている。そこで、政府はいくつかの

（e）物価高対策を検討・実施している。 

こうした、少子高齢化社会における様々な社会問題や、食料品や日用品などの値段が

上昇する（f）物価高問題などについて、本学の経済経営・デジタルマネジメントコー

スにおいて経済学や経営学などの知識を習得することにより、より深く現実の様々な問

題を理解できるようになる。経済学や経営学を学ぶことは、社会で活躍するための１つ

の武器になるであろう。 

 

（注１）総務省「令和４年版 情報通信白書｜生産年齢人口の減少」 

（注２）内閣府 地域の未来ワーキンググループ報告書（案）「中長期的な地域の課題

と対応の方向性」 

著作権保護のため、問題文は公開できません。 
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問１ 以下の問いに答えなさい。 

（１） 下線部（a）生産年齢人口について、生産年齢人口とは何かを答えなさい。 

 

（２） 下線部（b）社会保障制度について、日本の社会保障制度の４つの柱を答え

なさい。 

 

（３） 下線部（c）行政サービスの低下について、行政サービスの低下を防ぐため

に、国や地方自治体では業務の効率化を図っている。業務効率化の１つとし

て、業務の IT化（情報システム化）や、業務での ChatＧＰＴといった Ａ

Ｉの活用が増えている。そこで、ＡＩの正式名称を英語で答えなさい。 

 

（４） 上記（３）に関連して、国や地方自治体では業務の効率化のみならず国民や

住民のサービス向上を目的としてデジタル化を推進している。これらは行政

ＤＸや自治体ＤＸと呼ばれる。そこで、このＤＸ（デジタル変革・改革）の

正式名称を英語で答えなさい。 

 

 問２ 下線部（d）買い物難民について、多くの地方都市では地域住民の足となって

いる公共交通機関（バスや電車）の廃止・減便により、これまで買い物に行っ

ていた商店やスーパーマーケット等までの移動手段が失われている。そこで以

下の問いに答えよ。 

 

（１） 浜田市のある中山間地域では、バスの減便や路線廃止により高齢者の買い物

の頻度が減少している。それでも、多くの高齢者は週に 1回は家から 32km

離れた大型スーパーマーケットへ徒歩とバスで行く。ある日、徒歩とバスの

時速と時間を計測したところ、徒歩は時速３km、バスは時速 50kmで目的地

まで 1時間かかった。そこで、バスには何分乗っていたことになるか答えな

さい。但し、小数第３位を四捨五入すること。 

 

（２） 浜田市のＡ地域の住民 200人に「買い物時の車の運転について」アンケートを

とったところ、表 1のような結果が出た。自家用車を持っていなく運転に自信

がある者が 29人だとすると、自家用車を持っていて運転技術に自信がない者

は何人いるか答えなさい。 
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表 1 自家用車の所有と運転技術の自信について 

 Yes No 

自家用車を持っている 162人 38人 

運転技術に自信がある 135人 65人 

 

（３） この 1か月以内に、自家用車で市外へ買い物に行ったことのある 100人にアン

ケートをとったところ、Ｘ市へ買い物に行った者が 80人、Ｙ市へ買い物に行

った者が 65人、Ｚ市へ買い物に行った者が 60人いた。このとき、Ｘ市、Ｙ

市、Ｚ市のいずれにも行ったことがある者は少なくとも何人いるか答えなさ

い。 

 

問３ 下線部（e）物価高対策について、現在、国会にて２年間限定で食料品の消費税

を８％から１％に引き下げる案が議論されている。そこで、食費に 1か月あた

り 8.1万円を支出している高齢者は、1か月あたり何万円の減税効果があるか

答えなさい。但し、少数第２位を四捨五入すること。 

 

問４ 下線部（f）物価高について、円安が物価高に対してどのように影響を与えてい

るかを答えなさい。 



 

 


